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務所」に務所」に務所」に務所」に

はじめにはじめにはじめにはじめに■■■■

下請代金支払い遅延等防下請代金支払い遅延等防下請代金支払い遅延等防下請代金支払い遅延等防

（ 「 」）（ 「 」）（ 「 」）（ 「 」）止法 いわゆる 下請法止法 いわゆる 下請法止法 いわゆる 下請法止法 いわゆる 下請法

をご存知でしょうか。をご存知でしょうか。をご存知でしょうか。をご存知でしょうか。

親事業者による下請事業親事業者による下請事業親事業者による下請事業親事業者による下請事業

者に対する優越的地位の濫者に対する優越的地位の濫者に対する優越的地位の濫者に対する優越的地位の濫

用行為を取り締まるために用行為を取り締まるために用行為を取り締まるために用行為を取り締まるために

制定された法律です。制定された法律です。制定された法律です。制定された法律です。

この法律は、２００３年この法律は、２００３年この法律は、２００３年この法律は、２００３年

に改正され規制対象範囲がに改正され規制対象範囲がに改正され規制対象範囲がに改正され規制対象範囲が

拡大されたこと、違反内容拡大されたこと、違反内容拡大されたこと、違反内容拡大されたこと、違反内容

や違反行為者名が公表されや違反行為者名が公表されや違反行為者名が公表されや違反行為者名が公表され

るなど運用が強化されたこるなど運用が強化されたこるなど運用が強化されたこるなど運用が強化されたこ

とにより、パワーアップさとにより、パワーアップさとにより、パワーアップさとにより、パワーアップさ

れ た と 言 っ て よ い で し ょれ た と 言 っ て よ い で し ょれ た と 言 っ て よ い で し ょれ た と 言 っ て よ い で し ょ

う。う。う。う。

そこで、この法律を中心そこで、この法律を中心そこで、この法律を中心そこで、この法律を中心

に、下請いじめにあった時に、下請いじめにあった時に、下請いじめにあった時に、下請いじめにあった時

の 対 応 を ご 紹 介 い た し まの 対 応 を ご 紹 介 い た し まの 対 応 を ご 紹 介 い た し まの 対 応 を ご 紹 介 い た し ま

す。す。す。す。

下請法下請法下請法下請法のののの対象対象対象対象となるとなるとなるとなる下下下下■■■■

請請請請けけけけ取引取引取引取引とはとはとはとは何何何何かかかか

まず、御社の取引が、こまず、御社の取引が、こまず、御社の取引が、こまず、御社の取引が、こ

の法律の適用対象となる下の法律の適用対象となる下の法律の適用対象となる下の法律の適用対象となる下

請け取引に該当するのか否請け取引に該当するのか否請け取引に該当するのか否請け取引に該当するのか否

か を 調 べ る 必 要 が あ り まか を 調 べ る 必 要 が あ り まか を 調 べ る 必 要 が あ り まか を 調 べ る 必 要 が あ り ま

す。す。す。す。

適用対象となる下請け取適用対象となる下請け取適用対象となる下請け取適用対象となる下請け取

、 、、 、、 、、 、引は ①事業者の資本金と引は ①事業者の資本金と引は ①事業者の資本金と引は ①事業者の資本金と

②取引の内容の両面から定②取引の内容の両面から定②取引の内容の両面から定②取引の内容の両面から定

められています。められています。められています。められています。

①の詳細は省略しますが①の詳細は省略しますが①の詳細は省略しますが①の詳細は省略しますが

資本金額が多い会社から少資本金額が多い会社から少資本金額が多い会社から少資本金額が多い会社から少

ない会社に依頼するというない会社に依頼するというない会社に依頼するというない会社に依頼するという

イメージで適用要件が定めイメージで適用要件が定めイメージで適用要件が定めイメージで適用要件が定め

られています。られています。られています。られています。

②については、②については、②については、②については、

「製造委託」「製造委託」「製造委託」「製造委託」

「修理委託」「修理委託」「修理委託」「修理委託」

「情報成果物作成委託」「情報成果物作成委託」「情報成果物作成委託」「情報成果物作成委託」

「役務提供委託」「役務提供委託」「役務提供委託」「役務提供委託」

の４つの取引類型のいずれの４つの取引類型のいずれの４つの取引類型のいずれの４つの取引類型のいずれ

かに該当することが必要でかに該当することが必要でかに該当することが必要でかに該当することが必要で

す。なお 「情報成果物作す。なお 「情報成果物作す。なお 「情報成果物作す。なお 「情報成果物作、、、、

」 「 」」 「 」」 「 」」 「 」成委託 と 役務提供委託成委託 と 役務提供委託成委託 と 役務提供委託成委託 と 役務提供委託

は２００３年改正で対象とは２００３年改正で対象とは２００３年改正で対象とは２００３年改正で対象と

なりました。なりました。なりました。なりました。

以上、細かいことは、中以上、細かいことは、中以上、細かいことは、中以上、細かいことは、中

小企業庁のホームページに小企業庁のホームページに小企業庁のホームページに小企業庁のホームページに

わかりやすい資料が掲載さわかりやすい資料が掲載さわかりやすい資料が掲載さわかりやすい資料が掲載さ

れていますので、参照してれていますので、参照してれていますので、参照してれていますので、参照して

ください。ください。ください。ください。

親事業者親事業者親事業者親事業者のののの禁止行為禁止行為禁止行為禁止行為■■■■

下請法は、親事業者の禁下請法は、親事業者の禁下請法は、親事業者の禁下請法は、親事業者の禁

止行為を１１項目定めてい止行為を１１項目定めてい止行為を１１項目定めてい止行為を１１項目定めてい

ます。この中で、比較的違ます。この中で、比較的違ます。この中で、比較的違ます。この中で、比較的違

反の多いもの、重要なもの反の多いもの、重要なもの反の多いもの、重要なもの反の多いもの、重要なもの

を重点的に説明します。を重点的に説明します。を重点的に説明します。を重点的に説明します。

4① 下請代金の減額（第① 下請代金の減額（第① 下請代金の減額（第① 下請代金の減額（第

条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）1 3

違反が最も多いのは、下違反が最も多いのは、下違反が最も多いのは、下違反が最も多いのは、下

請け代金の減額とされてい請け代金の減額とされてい請け代金の減額とされてい請け代金の減額とされてい

ます。ます。ます。ます。



- 2 -

親事業者は発注時に決定親事業者は発注時に決定親事業者は発注時に決定親事業者は発注時に決定

した下請代金を、コスト削した下請代金を、コスト削した下請代金を、コスト削した下請代金を、コスト削

減のための「協力費 「値減のための「協力費 「値減のための「協力費 「値減のための「協力費 「値」」」」

引き」などとして 「下請引き」などとして 「下請引き」などとして 「下請引き」などとして 「下請、、、、

事 業 者 の 責 に 帰 す べ き 理事 業 者 の 責 に 帰 す べ き 理事 業 者 の 責 に 帰 す べ き 理事 業 者 の 責 に 帰 す べ き 理

由」がないにもかかわらず由」がないにもかかわらず由」がないにもかかわらず由」がないにもかかわらず

発注後に一方的に減額する発注後に一方的に減額する発注後に一方的に減額する発注後に一方的に減額する

と下請法違反となります。と下請法違反となります。と下請法違反となります。と下請法違反となります。

② 買いたたきの禁止（第② 買いたたきの禁止（第② 買いたたきの禁止（第② 買いたたきの禁止（第

条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）4 1 5

親事業者が発注に際して親事業者が発注に際して親事業者が発注に際して親事業者が発注に際して

下請代金の額を決定すると下請代金の額を決定すると下請代金の額を決定すると下請代金の額を決定すると

きに，発注した内容と同種きに，発注した内容と同種きに，発注した内容と同種きに，発注した内容と同種

又は類似の給付の内容（又又は類似の給付の内容（又又は類似の給付の内容（又又は類似の給付の内容（又

は役務の提供）に対して通は役務の提供）に対して通は役務の提供）に対して通は役務の提供）に対して通

常支払われる対価に比べて常支払われる対価に比べて常支払われる対価に比べて常支払われる対価に比べて

著しく低い額を不当に定め著しく低い額を不当に定め著しく低い額を不当に定め著しく低い額を不当に定め

ることは「買いたたき」とることは「買いたたき」とることは「買いたたき」とることは「買いたたき」と

し て 下 請 法 違 反 に な り まし て 下 請 法 違 反 に な り まし て 下 請 法 違 反 に な り まし て 下 請 法 違 反 に な り ま

す。す。す。す。

一方的な代金を指定する一方的な代金を指定する一方的な代金を指定する一方的な代金を指定する

指値により通常支払われる指値により通常支払われる指値により通常支払われる指値により通常支払われる

対価より低い金額で請け負対価より低い金額で請け負対価より低い金額で請け負対価より低い金額で請け負

い代金を定めるなどがこれい代金を定めるなどがこれい代金を定めるなどがこれい代金を定めるなどがこれ

に該当する可能性がありまに該当する可能性がありまに該当する可能性がありまに該当する可能性がありま

す。す。す。す。

③ 購入・利用強制の禁止③ 購入・利用強制の禁止③ 購入・利用強制の禁止③ 購入・利用強制の禁止

（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）4 1 6

親事業者が，下請事業者親事業者が，下請事業者親事業者が，下請事業者親事業者が，下請事業者

に注文した給付の内容を維に注文した給付の内容を維に注文した給付の内容を維に注文した給付の内容を維

持するためなどの正当な理持するためなどの正当な理持するためなどの正当な理持するためなどの正当な理

由がないのに，親事業者の由がないのに，親事業者の由がないのに，親事業者の由がないのに，親事業者の

指定する製品（自社製品を指定する製品（自社製品を指定する製品（自社製品を指定する製品（自社製品を

含む ・原材料等を強制的含む ・原材料等を強制的含む ・原材料等を強制的含む ・原材料等を強制的））））

に下請事業者に購入させたに下請事業者に購入させたに下請事業者に購入させたに下請事業者に購入させた

り，サービス等を強制的にり，サービス等を強制的にり，サービス等を強制的にり，サービス等を強制的に

下請事業者に利用させて対下請事業者に利用させて対下請事業者に利用させて対下請事業者に利用させて対

価を支払わせたりすると購価を支払わせたりすると購価を支払わせたりすると購価を支払わせたりすると購

入・利用強制となり，下請入・利用強制となり，下請入・利用強制となり，下請入・利用強制となり，下請

法違反となります。法違反となります。法違反となります。法違反となります。

④ 下請代金の支払遅延の④ 下請代金の支払遅延の④ 下請代金の支払遅延の④ 下請代金の支払遅延の

（ ）（ ）（ ）（ ）禁止 第 条第 項第 号禁止 第 条第 項第 号禁止 第 条第 項第 号禁止 第 条第 項第 号4 1 2

親事業者は物品等を受領親事業者は物品等を受領親事業者は物品等を受領親事業者は物品等を受領

した日（役務提供委託の場した日（役務提供委託の場した日（役務提供委託の場した日（役務提供委託の場

， ）， ）， ）， ）合は 役務が提供された日合は 役務が提供された日合は 役務が提供された日合は 役務が提供された日

から起算して 日以内にから起算して 日以内にから起算して 日以内にから起算して 日以内に60

定めた支払期日までに下請定めた支払期日までに下請定めた支払期日までに下請定めた支払期日までに下請

代金を全額支払わないと下代金を全額支払わないと下代金を全額支払わないと下代金を全額支払わないと下

請法違反となります。請法違反となります。請法違反となります。請法違反となります。

そして、その支払期日まそして、その支払期日まそして、その支払期日まそして、その支払期日ま

でに支払われなかった場合でに支払われなかった場合でに支払われなかった場合でに支払われなかった場合

は、物品等を受領した日かは、物品等を受領した日かは、物品等を受領した日かは、物品等を受領した日か

ら起算して６０日を経過しら起算して６０日を経過しら起算して６０日を経過しら起算して６０日を経過し

た日から実際に支払いをすた日から実際に支払いをすた日から実際に支払いをすた日から実際に支払いをす

る日までの期間について、る日までの期間について、る日までの期間について、る日までの期間について、

その日数に応じ年率１４．その日数に応じ年率１４．その日数に応じ年率１４．その日数に応じ年率１４．

６％の遅延損害金を支払う６％の遅延損害金を支払う６％の遅延損害金を支払う６％の遅延損害金を支払う

義務があります。義務があります。義務があります。義務があります。

その他、以下の禁止行為その他、以下の禁止行為その他、以下の禁止行為その他、以下の禁止行為

が規定されています。が規定されています。が規定されています。が規定されています。

⑤ 受領の不当拒否の禁止⑤ 受領の不当拒否の禁止⑤ 受領の不当拒否の禁止⑤ 受領の不当拒否の禁止

（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）4 1 1

4⑥ 不当返品の禁止（第⑥ 不当返品の禁止（第⑥ 不当返品の禁止（第⑥ 不当返品の禁止（第

条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）条第 項第 号）1 4

⑦ 割引困難な手形の交付⑦ 割引困難な手形の交付⑦ 割引困難な手形の交付⑦ 割引困難な手形の交付

4 2 2の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第

号）号）号）号）

⑧ 不当な経済上の利益の⑧ 不当な経済上の利益の⑧ 不当な経済上の利益の⑧ 不当な経済上の利益の

提供要請の禁止（第 条第提供要請の禁止（第 条第提供要請の禁止（第 条第提供要請の禁止（第 条第4

項第 号）項第 号）項第 号）項第 号）2 3

⑨ 不当な給付内容の変更⑨ 不当な給付内容の変更⑨ 不当な給付内容の変更⑨ 不当な給付内容の変更

及び不当なやり直しの禁止及び不当なやり直しの禁止及び不当なやり直しの禁止及び不当なやり直しの禁止

（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）（第 条第 項第 号）4 2 4

⑩ 下請法違反行為を公正⑩ 下請法違反行為を公正⑩ 下請法違反行為を公正⑩ 下請法違反行為を公正

取引委員会又は中小企業庁取引委員会又は中小企業庁取引委員会又は中小企業庁取引委員会又は中小企業庁

に知らせたことに対する報に知らせたことに対する報に知らせたことに対する報に知らせたことに対する報

4 1復措置の禁止（第 条第復措置の禁止（第 条第復措置の禁止（第 条第復措置の禁止（第 条第

項第 号）項第 号）項第 号）項第 号）7

⑪ 親事業者が下請け業者⑪ 親事業者が下請け業者⑪ 親事業者が下請け業者⑪ 親事業者が下請け業者

に有償で支給した原材料等に有償で支給した原材料等に有償で支給した原材料等に有償で支給した原材料等

の対価を下請代金の支払期の対価を下請代金の支払期の対価を下請代金の支払期の対価を下請代金の支払期

日より早期に決済すること日より早期に決済すること日より早期に決済すること日より早期に決済すること

4 2 1の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第の禁止（第 条第 項第

号）号）号）号）

対策対策対策対策■■■■

これら、禁止行為違反にこれら、禁止行為違反にこれら、禁止行為違反にこれら、禁止行為違反に

困られたら次の対応策があ困られたら次の対応策があ困られたら次の対応策があ困られたら次の対応策があ

ります。ります。ります。ります。

１）公正取引委員会に報告１）公正取引委員会に報告１）公正取引委員会に報告１）公正取引委員会に報告

する。岡山の場合は、以下する。岡山の場合は、以下する。岡山の場合は、以下する。岡山の場合は、以下

が相談の窓口です。が相談の窓口です。が相談の窓口です。が相談の窓口です。

近畿中国四国事務所中国近畿中国四国事務所中国近畿中国四国事務所中国近畿中国四国事務所中国

支所 下請課支所 下請課支所 下請課支所 下請課

082-228-1501電話電話電話電話

公正取引委員会は、違反公正取引委員会は、違反公正取引委員会は、違反公正取引委員会は、違反

している親事業者に対し、している親事業者に対し、している親事業者に対し、している親事業者に対し、

勧告をし、会社名を公表す勧告をし、会社名を公表す勧告をし、会社名を公表す勧告をし、会社名を公表す

ることがあります。勧告にることがあります。勧告にることがあります。勧告にることがあります。勧告に

至らない場合であっても、至らない場合であっても、至らない場合であっても、至らない場合であっても、

親事業者に対し改善を強く親事業者に対し改善を強く親事業者に対し改善を強く親事業者に対し改善を強く

求める警告を行っているよ求める警告を行っているよ求める警告を行っているよ求める警告を行っているよ

うです。うです。うです。うです。

２ 「下請けかけこみ寺」２ 「下請けかけこみ寺」２ 「下請けかけこみ寺」２ 「下請けかけこみ寺」））））

で話し合いによる解決を図で話し合いによる解決を図で話し合いによる解決を図で話し合いによる解決を図

る。る。る。る。

これは、平成２０年４月これは、平成２０年４月これは、平成２０年４月これは、平成２０年４月

から開始された国の委託事から開始された国の委託事から開始された国の委託事から開始された国の委託事

業です。各都道府県に登録業です。各都道府県に登録業です。各都道府県に登録業です。各都道府県に登録

された約１８０名の弁護士された約１８０名の弁護士された約１８０名の弁護士された約１８０名の弁護士

が、話し合いのあっせんをが、話し合いのあっせんをが、話し合いのあっせんをが、話し合いのあっせんを

行います。行います。行います。行います。

岡山での連絡先は以下の岡山での連絡先は以下の岡山での連絡先は以下の岡山での連絡先は以下の

とおり。とおり。とおり。とおり。

（財）岡山県産業振興財団（財）岡山県産業振興財団（財）岡山県産業振興財団（財）岡山県産業振興財団

086-286-9670電話電話電話電話

8:30 12:00受付時間 －受付時間 －受付時間 －受付時間 －

13:00 17:30－－－－

2008.12.1


